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序     文 
 

サブサハラアフリカでの HIV 感染の拡大の影響の甚大さは広く知られているとおりである。な

かでも南部アフリカは特に深刻で、成人の 30％が感染している国々もみられるが、南部アフリカ

の東側の島国であるマダガスカル共和国においては状況が異なり、成人 HIV 陽性率は 0.1％
（UNAIDS、2008 年）と低い HIV 陽性率を維持している。しかし、一部地域では梅毒感染率は妊

産婦の 16％以上など同感染経路にある性感染症感染率が高いこと、感染症サーベイランス体制の

弱さや検査サービスが普及していないこと、マダガスカル共和国政府が進めている経済開発によ

り今後人々の移動が活発化すること等により、今後の HIV 感染拡大が懸念されている。このため、

マダガスカル共和国政府は、国家の優先課題としてエイズ対策を進めてきており、HIV 検査・カ

ウンセリングシステム強化のための技術協力について、日本政府に要請した。これを受け、独立

行政法人国際協力機構（JICA）は、「エイズ予防対策強化プロジェクト」を 2008 年 3 月 25 日か

ら 4 ヵ年にわたって実施することとなった。 
協力開始後 2 年目にあたり、本プロジェクトの進捗状況や現状を把握し、同国のプロジェクト

関係者や派遣専門家に対し必要な提言を行うとともに、必要に応じて活動計画を見直し、今後の

プロジェクトの方向性を検討することを目的として、JICA はマダガスカル共和国側と合同で、

2010 年 1 月 14 日～2 月 12 日にかけて中間調査を行った。 

本報告書は、同調査の結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクト展開に広く活用さ

れることを期待する。 

ここに、本調査にご協力を頂いた両国関係者の皆様に深い謝意を表すとともに、プロジェクト

の発展に向けて、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。 

 

平成 22 年 4 月 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 萱島 信子 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：マダガスカル共和国 案件名：エイズ予防対策強化プロジェクト 

分野：保健医療分野 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA マダガスカル事務所 協力金額（評価時点）：1 億 5,000 万円 

先方関係機関：公衆衛生担当副首相府 エイズ・

結核・マラリアプログラム担当副保健総局 国家

性感染症・エイズ対策プログラム、県保健局エ

イズ対策担当部署 

日本側協力機関：財団法人エイズ予防財団、財

団法人ジョイセフ、保健医療経営大学（以上 3

団体、国内支援委員会として協力） 

他の関連協力：なし 

協力期間 R/D 締結：2008 年 2 月 19 日 

協力実施期間：2008 年 3 月 25 日

～2012 年 3 月 24 日（4 年間） 

 

１－１ 協力の背景と概要 

マダガスカル共和国（以下、「マダガスカル」と記す）の成人ヒト免疫不全ウイルス（Human 

Immunodeficiency Virus：HIV）陽性率は 0.1％（UNAIDS、2008 年）と推定されており、サブサ

ハラアフリカ諸国のなかでは低い HIV 陽性率を維持しているが、性感染症（ Infections 

Sexuellement Transmissibles：IST）感染率は高く、HIV 感染の拡大が懸念されるため、HIV 予防

対策は国の重要な課題となっている。 

HIV/エイズ後天性免疫不全症候群（エイズ）（syndrome d'immuno-déficience acquise：SIDA）

対策の重要な柱のひとつである HIV 検査・カウンセリングに関して、人々の HIV/エイズに関

する知識がいまだ乏しいことから、予防教育の強化の必要性が高く、マダガスカル政府は、既

存の一般保健医療施設に統合して HIV 検査・カウンセリングも普及させていくことで、効果的

に HIV 予防へとつなげていく方針である。しかしながら、カウンセラーが適切な研修を受けて

いない、定められた検査手順が守られていない等、質の面での問題が多く生じている。さらに、

中央・地方行政担当者が、これらの問題や施設や人材の情報を把握できていないなど、マネー

ジメント上の課題もある。特に、マダガスカルでは感染率や感染経路が地域によって相違があ

ること、又、2007 年から地方分権化が進展していることから、中央保健省だけではなく県保健

局（Direction Régionale de la Santé Publique：DRSP）・郡保健局（Service de District de la Santé 
Publique：SDSP）による HIV/エイズ対策実施能力の強化が早急に必要となっている。 

 
１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

マダガスカルにおける HIV 感染率が 1%未満に維持される。 

 

（2）プロジェクト目標 

マダガスカル全国における質の高い HIV 検査・カウンセリングサービス〔カウンセリン

グ・検査（Counseling and Testing：CT）〕の実施体制が強化される。 



（3）期待される成果 

1） HIV 検査・カウンセリングに関する国家政策・基準・ガイドラインが整備され、保健

医療施設等の関係機関に活用されるために改訂される。 

2） 保健省、DRSP における HIV 検査・カウンセリングに関する情報収集・分析が強化さ

れ、計画策定・モニタリングが改善される。 

3）  HIV 検査・カウンセリング受診促進のための方策が試行され、保健省関係部局、

DRSP/SDSP、国家エイズ対策委員会事務局（Secrétariat Exécutif / Comité National de Lutte 

contre le SIDA：SE/CNLS）及び UNICEF 等他援助機関等の関係機関で共有される。 
 

（4）投入（評価時点） 
1） 日本側： 

長期専門家派遣 3 名（チーフアドバイザー/保健行政、業務調整/エイズ対策）

短期専門家派遣 2 名（HIV カウンセリング、ロジスティックス管理） 

本邦研修 1 名（プロジェクト予算外） 
第三国研修 4 名（プロジェクト予算外） 

機材供与 HIV 迅速検査キット、コンピューター、プリンター、コピー

機、車両、携帯型無線機等 

ローカルコスト負担 約 1,509 万 7,000 円 

2）マダガスカル側： 

主なカウンターパート 20 名 

（その他、本プロジェクトの協力対象である DRSP/IST・エイズ対策担当者 22 名） 

・施設の提供 エイズ・結核〔Tuberculosis（英）/ Tuberculose（仏）〕・マラリアプロ

グラム担当副保健総局内プロジェクト事務所 

・プロジェクト事務所の水道・光熱費 

・カウンターパート 2 名のプロジェクト事務所配置 

２．評価調査団の概要 

氏 名 担当分野 所 属 

小森 正勝 団 長/総括 JICA 人間開発部 保健人材・感染症グループ 感染

症対策課 企画役 

入江 路代 調査計画 JICA マダガスカル事務所 企画調査員  

橋本 麻衣子 計画管理 JICA 人間開発部 保健人材・感染症グループ 感染

症対策課 Jr.専門員 

調査者 

芹澤 明美 評価分析 グローバルリンクマネージメント株式会社 研究

員 

調査期間 2010 年 1 月 14 日～2 月 12 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成度 

1） 成果 1：「HIV 検査・カウンセリングサービス（CT サービス）に関する国家政策・基



準・ガイドラインが、保健医療施設及び関係機関に改訂され、使用される」 

「自発的 HIV 検査・カウンセリング国家政策」（2005 年）〔Politique Nationale CTV）

を改訂し、「マダガスカル HIV 検査国家政策」（2009 年）（Politique Nationale de dépistage 

du VIH à Madagascar〕を策定した。これは HIV 検査・カウンセリングサービス（CT サ

ービス）実施保健機関及び関係機関に配布される予定である。 

 
2） 成果 2：「保健省中央レベル及び県レベルにおいて、CT サービスに関するデータの収

集と分析が強化され、計画策定とモニタリングが改善される」 
CT サービスを提供する国内すべての施設のインベントリー（人材情報含む）を作成

した。定期的に改訂を行う方策については検討中である。 
 

3） 成果 3：「CT サービスへのアクセスを改善するための方策が共有される」 
関連の活動は中間レビュー後（プロジェクト期間後半）に実施される予定。 

 
（2）プロジェクト目標の達成度 

「マダガスカル全国における質の高い HIV 検査・カウンセリングサービス（CT サービ

ス）の実施体制が強化される」 

まず指標 1 について CT サービス実施施設の数が増えており、実施体制の量的拡大が確

認された。しかしながら、これには本プロジェクト以外の要因も関係していると思われる。

また、2009 年 1 月末の政変の影響で支援を中断した援助機関があるため、プロジェクト・

デザイン・マトリックス（PDM）におけるアウトプットからプロジェクト目標への外部条

件（研修予算や HIV 検査キット等が計画どおり確保される）が満たされておらず、その結

果、保健施設で CT サービスを恒常的に実施できていない状況がある。指標 2、3、4 につ

いては国家エイズ対策委員会（CNLS）が設定した指標を活用したが、予定されていた調

査が政変の影響等により CNLS が実施していないため、中間評価時点で指標の入手が困難

であった（そのため、今回の中間レビュー時に指標の見直しを行った）。 

 

（3）上位目標の達成度 
「マダガスカルの HIV 感染率が 1％未満に維持される」 

入手可能な直近のデータでは、マダガスカルの HIV 感染率は 0.13％と推計されている

（UNAIDS、2007 年）。プロジェクト終了から 3～5 年以内に上位目標が達成されるかどう

か現時点で判断するのは時期尚早であるが、中間レビューでインタビューした関係者の見

解では、状況がこれまでと同様に推移すれば、感染率 1％未満を維持する可能性は十分あ

るとのことであった。 
 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

マダガスカルのニーズと日本の対マダガスカル援助政策に整合しており、妥当性が高

い。 

2005 年、マダガスカルの HIV 感染率は 0.95％であったが、保健セクター開発計画によ



ると、過去 20 年間で急激に増加している。また、妊婦の梅毒の感染率が 4.2％（2003 年）

と高く、HIV 感染拡大への影響が指摘されている。「マダガスカル HIV/エイズに対する効

果的対策のための行動計画」（Plan d’action de Madagascar pour une réponse efficace face au 

VIH et au SIDA）（2007～2012 年）においては、HIV 感染率を 1％未満に維持することを目

標としている。本プロジェクトはマダガスカルの国家政策に沿っており、特に HIV 対策国

家戦略計画（Plan Stratégique National：PSN）の「戦略 2：IST と HIV 予防のための質の高

い情報及び保健サービスへのアクセスを改善する」に合致している。 

SE/CNLS から、保健セクターにおける HIV 関連業務が 2008 年に公衆衛生担当副首相府

（Vice Primature chargée de la Santé Publique：VPMSP）へ移管されたことから、VPMSP の

能力は更に強化される必要がある。 
JICA の対マダガスカル事業展開計画において、本プロジェクトは援助重点分野「基礎生

活」、そのなかの開発課題「保健医療サービスの改善」に位置づけられる。 
 

（2）有効性 
HIV 検査国家政策の改訂や、CT サービス実施施設のインベントリー作成、報告様式の

改訂等、重要な成果品が既に作成されており、一定の成果が確認できた。しかしながら、

現在のプロジェクト目標の指標のなかにはデータが入手できないもの等があるため、CT

サービス提供能力の強化について測ることはできなかった（そのため、今回の中間レビュ

ー時に指標の見直しを行った）。  

また、本プロジェクトの直接的介入は主に中央レベルと県レベルに対して行われるた

め、郡や施設のレベルにおける CT サービス改善への影響は間接的なものになる。また、

他援助機関が計画していた HIV 検査キットの供給や研修の支援が政変の影響で減少又は

停止されたため、PDM の外部条件が満たされないことになり、本プロジェクトの活動が遅

れた。 

 

（3）効率性 

効率性に関しては正・負両面がみられる。  

効率性を損ねた要因として、政変の影響で投入・活動が計画どおりには進まなかったこ

と、又、保健省の組織改編やプロジェクトメンバーの入れ替えがあったことで、それまで

の投入・活動が生かされないことがあった。一方で、このような状況のなかでも前節で述

べたような主要な成果品（政策改訂、施設インベントリー等）を既に作成していることか

ら、効率性が高いといえる。効率性を高めた要因としては、本プロジェクトが他援助機関

と調整して活動を進めてきたこと、例えば本プロジェクトが保健情報システムの改善を支

援したのに合わせて UNICEF がそれに係るワークショップ開催を支援したこと。また保健

セクターHIV 対策調整会議（2009 年 12 月）では UNDP、UNICEF との合同開催支援など

があげられる。 

 

（4）インパクト 

上述のとおり、上位目標（HIV 感染率を 1％未満に維持すること）が達成される可能性

は十分にある。 



予期しなかった正のインパクトとして、HIV 関連データが保健情報管理システムに取り

込まれたことで、中央から施設に至るまでのあらゆるレベルで、データを適時収集するこ

とができ、データ収集・処理に係る手間も削減されることが見込まれる。 

 
（5）自立発展性 

マダガスカルの HIV 政策は維持されることが見込まれる。財政的自立発展性は、政府及

び他援助機関がどれだけの資金を確保できるかによる。組織的及び技術的自立発展性は、

本プロジェクトの人材育成の結果によるが、同時に、カウンターパートの定年退職や異動

により影響を受ける可能性がある。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
（特になし） 

 
（2）実施プロセスに関すること 

2009 年 1 月末に起きた政変により、プロジェクト活動が 4 ヵ月ほど中断したものの、他

援助機関が支援を停止するなかで本プロジェクトは現在に至るまで活動を継続した。国家

政策の改訂等、重要な成果品を作成することができた。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

本プロジェクトの直接的介入は主に中央レベルと県レベルに対して行われるため、郡や

施設のレベルにおける CT サービス改善への影響は間接的なものになる。また、上位目標

（HIV 感染率 1％以下維持）の達成は本プロジェクト以外の外部要因も考慮すべきである。

 

（2）実施プロセスに関すること 

政変の影響でプロジェクト活動が中断・延期された。また、他援助機関の活動が中断さ

れたこと（研修や HIV 検査キットの提供がされない）が、本プロジェクトへも影響を及ぼ

した。 

プロジェクト開始以降、日本人専門家及びマダガスカル側カウンターパートの交替があ

り、加えて VPMSP の組織改編が何度かあった。各メンバーのプロジェクトへの期待、参

加状況、理解の程度が一定ではなかった。 
 

３－５ 結 論 

VPMSP 特別顧問、緊急疾病対策局（Direction des Urgences et de la Lutte contre les Maladies：

DULM）局長、SE/CNLS との面談を通じ、2009 年の政変後も、マダガスカル政府においては

HIV 対策の重要性と CT サービスの強化・改善の優先度が高く、本プロジェクトはその政策と

整合していることを確認でき、プロジェクトの妥当性は高い。 
また、政変により、組織改編や組織内人員の変更、及び他援助機関の支援の停滞があり、プ

ロジェクトの進捗状況に一部遅れがみられたものの、主に以下 4 つの成果が確認された。①サ



イト調査等を通じ、CT サービスの現状の把握・分析がなされ、サービスの現状についての基

礎資料・データがまとめられた。②CT サービスに関する施設・人材に関するインベントリー

の作成。③既存の政策のレビュー、他国における CT サービスの先行経験の分析、サイト調査

等の結果に基づき、CT サービスに関する国家政策の見直し・設定を行い、「HIV 検査国家政策」

が完成した。④CT サービスの報告様式の改訂に関し、UNICEF と共同で支援を行い、DRSP 担

当に新報告様式電子版が配布された。 
 

３－６ 提言・今後の課題（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）「ロジスティック管理ガイドライン」については、目次案を国家 IST・エイズ対策プログ

ラム（以下、「エイズ対策プログラム」と記す）が作成し、今後詳細が詰められる予定。

これら文書の普及に関し、本プロジェクトにおいて各県責任者へのセミナー等を実施する

ことを改定 PDM に明確に記述した。 
（2）研修カリキュラムの作成と研修の実施については、県レベルの研修責任者を対象にした

講師養成研修（Training of Trainers：TOT）を実施することとし、エイズ対策プログラムは、

その研修のテーマや枠組み、対象グループや施設などの大枠の方針を早急に決定し、プロ

ジェクトは具体的なカリキュラム作成に取り掛かる必要がある。 

（3）2010 年に再開予定の世界銀行のプログラム〔エイズ予防マルチセクタープロジェクト（世

界銀行）（Projet Multisetoriel pour la Prévention du SIDA： PMPS II）〕による研修に関し、プ

ロジェクトは右研修実施に係るカリキュラム作成などに関し、エイズ対策プログラムを支

援し、新しい政策に沿った CT サービスの普及に努めることが望まれる（ただし、PMPS II

の実施スケジュールがタイトであることが予想され、世界銀行側との調整が必要である）。

（4）VPMSP は、継続的・安定的な CT サービスの実施のため、物品管理と配送手段に係る予

算確保を早急に行う必要がある。 

（5）成果 2 の HIV プログラム関連のデータ収集・分析の強化に関しては、一般保健情報報告

様式〔月間活動報告書（Rapport Mensuel d’Activité：RMA）〕に HIV 関連の項目を加えたも

のが各レベルの保健機関に配布された状況であり、今後は SDSP 及び DRSP レベルにて情

報システム〔保健情報コンピューター管理システム（ソフト名）（GeStion de l’Information 

Sanitaire：GESIS）〕に入力される。このことにより HIV 関連の統計の収集・分析が著しく

容易になることが期待される。 

（6）現在までの進捗状況と残り期間を鑑み、RMA/GESIS によるデータの収集、入力や分析

が正確になされるための研修などに活動が優先されると判断し、又計画能力、モニタリン

グ向上にかかわる指標入手が難しいため、活動は残すものの、成果 2 から「計画能力とモ

ニタリングの向上」を削除し、成果指標は収集・分析に関連する項目のみを残すこととし

た。 
（7）「計画能力とモニタリングの向上」に関する活動については、残りプロジェクト期間を

鑑みて、パイロット地域を選定し、CT サービスの実施状況のスーパービジョンをパイロ

ット的に行うことを PDM の活動として記述した。VPMSP は、パイロットとなる地域の選

定方法を早急に設定する必要がある。 

 

 



３－７ 団長所感 

（1）検査キットの調達に関して、他援助機関の状況を把握しつつ、2010 年度も必要に応じ支

援を行い、定常的な CT サービスの実施が確保されることに寄与することが望まれる。 

（2）政変の影響により一部の活動の遅れがみられることから、日本人専門家の追加的投入が

望まれる。 

（3）「上位目標」について、よりプロジェクトの寄与が期待できるような中間的な「上位目

標」への変更を検討したが、入手可能な指標の設定も含め適切な案を得るに至らなかった。

加えて政策的な一貫性を保ちたいという先方の要望もあった。 
（4）「政策やガイドラインの整備」「情報システム・モニタリング・評価・計画能力の向上」

「オペレーショナルリサーチ」を成果としてとらえており、プロジェクト目標である保健

行政側からの質の高い CT サービス提供能力向上との関連で、末端レベルでの「CT サービ

スの向上（量的・質的）」あるいは末端レベルでの CT サービスの向上による効果（HIV 陽

性者がより早く確実に発見され治療を開始する等、ただし指標の測定は困難）を上位目標

としてとらえるのがより現実にあっていると考える。しかしながら中央・県レベルの「能

力向上」そのものを図る指標の設定が難しく、末端のサービス向上に係る指標で代替せざ

るを得なかった。 

（5）ナレーティブサマリーを含む大幅な PDM の見直し案も、事前の国内の打合せでは提案

されたが、先方の混乱や時間的な制約などを考慮し、対処方針どおり既存 PDM の修正に

とどめた。終了時評価及び事後評価において、特に上位目標に向けてのインパクト評価を

行う際には、日本側としては上記の点を考慮して評価する必要があると考える。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ プロジェクト概要 

マダガスカル共和国（以下、「マダガスカル」と記す）の成人ヒト免疫不全ウイルス（Human 

Immunodeficiency Virus：HIV）陽性率は 0.1％と推定されており（UNAIDS、2008 年）、サブサハ

ラアフリカ諸国のなかでは低い HIV 陽性率を維持している。しかし、HIV と同じ感染経路にある

性感染症（Infections Sexuellement Transmissibles：IST）のひとつである梅毒の感染率が一部地域

では妊婦の 16%を上回る（保健省、2003 年）など、IST 感染率が高く、HIV 感染の拡大が懸念さ

れており、HIV 予防対策は国の重要な課題となっている。 
マダガスカル政府は、2002 年に国家エイズ後天性免疫不全症候群（エイズ）（ syndrome   

d'immuno-déficience acquise：SIDA）対策委員会事務局（Secrétariat Exécutif / Comité National de Lutte 
contre le SIDA：SE/CNLS）を大統領府に設立、2002 年 11 月に HIV/エイズ対策のための「国家戦

略計画」を発表し、国家の優先課題として HIV 感染拡大の阻止を目標に対策を進めてきた。その

後、2006 年の国家上位開発計画「マダガスカル国家活動計画（2007～2012 年）」の策定に伴い、

「効果的 HIV/エイズ対策のための活動計画（2007～2012 年）」が策定されている。大統領直轄の

SE/CNLS は、HIV/エイズ対策事業に関し、各省庁を横断的に調整する組織として機能している。

一方、保健・家族計画・社会保障省（Ministry of Health Family Planning and Social Protection：

MOHFPSP）は、保健医療分野における HIV/エイズ対策実施を担当する省庁として対策を進めて

きた。 

HIV/エイズ対策の重要な柱のひとつである HIV 検査・カウンセリングに関して、人々の HIV/

エイズに関する知識がいまだ乏しいことから、予防教育の強化の必要性が高く、マダガスカル政

府は、既存の一般保健医療施設に統合して HIV 検査・カウンセリングも普及させていくことで、

効果的に HIV 予防へとつなげていく方針である。また、国民の約 40%しか保健医療施設へのアク

セスがないことから、その改善策のひとつとして、巡回車によるサービス促進が強化されてきた。

このような施策により、HIV 検査数は 2004 年度の 5,000 件程度から 2006 年度では約 11 万件と約

22 倍に増加している。しかしながら、カウンセラーが適切な研修を受けていない、定められた検

査手順が守られていない等、質の面での問題が多く生じている。さらに、中央・地方行政担当者

が、これらの問題や施設や人材の情報を把握できていないなど、マネージメント上の課題もある。

特に、マダガスカルでは感染率や感染経路が地域によって相違があること、又、2007 年から地方

分権化が進展していることから、中央保健省だけではなく県保健局（Direction Régionale de la Santé 

Publique：DRSP）・郡保健局（Service de District de la Santé Publique：SDSP）による HIV/エイズ対

策実施能力の強化が早急に必要となっている。 

 

１－２ 調査団派遣の経緯 

本プロジェクトは、マダガスカルにおける HIV 検査・カウンセリングサービス〔カウンセリン

グ・検査（Counseling and Testing：CT）サービス〕の実施体制が強化されることを目的として、

討議議事録（Record of Discussion: R/D）に基づき、2008 年 3 月に 4 年間の予定で開始され、2012

年 3 月に終了する。今般、プロジェクト実施期間の中間点を迎えるにあたり、JICA は以下のよう

な目的で中間評価調査団をマダガスカルに派遣することとした。 
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１－３ 調査団派遣の目的 

評価調査の主な目的は以下のとおりである。 
（1）プロジェクトの成果及びプロジェクト目標の達成状況についての確認・評価 

（2）プロジェクトデザイン及び実施プロセスに関する評価 5 項目に基づく評価 
（3）上記評価に基づく、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

の更新・修正を含めた提言 
（4）合意事項についてのミニッツでの署名 

 
１－４ 合同評価参加者 

＜マダガスカル側＞ 

氏 名 職 位 所 属 

Dr. ROBINSON ANDRIANIRINA 

Roland  

Deputy Director General 

JICA Project Director 

総局長補（Directeur Général 

Adjoint：DGA） 
HIV Prevention Strengthening 

Project 

Dr. RAHAMEFY Jacky Director 性感染症・エイズ対策国家

プログラム（Programme 

Nationale de Lutte contre les 

IST/sida：PNLS） 

 JICA Project Manager HIV Prevention Strengthening 

Project 

Dr. ANDRIAMALALA Faly Technical Assistant PNLS 

Dr. RABARISOANIRINA Adeline 

Florence 

STI unit, head PNLS 

Dr. RAHELIMIARANA Norolalao STI unit, staff PNLS 

Dr. RAHOLIARINTSOA 

Verohanitriniala Olga 

Prevention unit, head PNLS 

Dr. N RAHAROLAHY Nirisoa Prevention unit, staff PNLS 

Dr. RAZAFINDRADOARA Vohangy  Prevention unit, staff PNLS 

Dr. RANDRIAMILAHATRA Emma Prevention unit, staff PNLS 

Dr. RAHERIVOLOLONA Evelyne  Prevention unit, staff PNLS 

Dr. RAKOTOBE Liva Vololontina Care and treatment unit, head PNLS 

Dr. RAZANAMANANA Edwige Care and treatment unit, staff PNLS 

Dr. LAHIMASY Hetse Care and treatment unit, staff PNLS 

Ms. VOLOLONIRINA Ravoniarisoa 

Marthine 

Care and treatment unit, staff PNLS 

Dr. VONY SOA HANITRA 

Harimanana Jullie 

Care and treatment unit, staff PNLS 

Dr. RALIZAH Noeline Logistics unit, head PNLS 
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Dr. RAKOTONIAINA Eric  Logistics unit, staff PNLS 

Dr. ANDRIANJATOVO 

Andriamiarizo 

Responsible of database PNLS 

Dr. RANDRIANARY Jean Monitoring and evaluation 
unit, head 

PNLS 

Dr. ANDRIANALINERA Mamitiana 
 

Epidemiology and 
surveillance unit, head 

PNLS 

Dr RAZAFIMAHATRATRA Jean 

Louis 

Health Statistics unit, head PNLS 

 
＜日本側＞ 

担当分野 氏 名 職 位 所 属 

団長/総括 小森 正勝 企画役 JICA 人間開発部 保健人材・感染症グループ 感染症

対策課 

調査計画 入江 路代 企画調査員 JICA マダガスカル事務所 

計画管理 橋本麻衣子 Jr.専門員 JICA 人間開発部 保健人材・感染症グループ 感染症

対策課 

評価分析 芹澤 明美 研究員 グローバルリンクマネージメント株式会社 

 

１－５ 調査日程  

月 日 曜日 コンサルタント団員（芹澤） 本部団員（小森・橋本） 

1 月 14 日 木 

DULM 局長表敬 

PSI 聞き取り 

SLISTS への調査説明 

  

1 月 15 日 金 
国家エイズ対策委員会（CNLS）表敬・聞き取り

JICA マダガスカル事務所表敬・打合せ 
 

1 月 16 日 土 調査結果・実績整理   

1 月 17 日 日 調査結果・実績整理   

1 月 18 日 月 現地調査（マジュンガ）   

1 月 19 日 火 現地調査（マジュンガ）   

1 月 20 日 水 現地調査（マジュンガ）   

1 月 21 日 木 
UNICEF 聞き取り 
ワークショップ準備 

  

1 月 22 日 金 ワークショップ準備   

1 月 23 日 土 調査結果・実績整理   

1 月 24 日 日 調査結果・実績整理   

1 月 25 日 月 PDM 見直しワークショップ①   

1 月 26 日 火 PDM 見直しワークショップ②   

1 月 27 日 水 対処方針会議  
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エイズ対策プログラム長聞き取り 

1 月 28 日 木 現地調査   

1 月 29 日 金 現地調査   

1 月 30 日 土 実績整理・レポート作成   

1 月 31 日 日 実績整理・レポート作成   

2 月 1 日 月 PDM 見直しワークショップ（指標）③ （成田発） 

2 月 2 日 火 実績整理・レポート作成 タナ着 

2 月 3 日 水 
DULM 局長表敬 
CNLS 表敬、団内・JICA マダガスカル事務所打合せ 

2 月 4 日 木 
団内打合せ 

カウンターパートとの打合せ 

2 月 5 日 金 
アンタナナリボ市営保健センター内 CT センター視察 

世界銀行聞き取り 

2 月 6 日 土 団内打合せ、ミニッツ案修正等 

2 月 7 日 日 午後：ムラマンガへ移動 

2 月 8 日 月 
評価調査（ムラマンガ） 

タナへ移動 

2 月 9 日 火 ミニッツ（案）・合同評価調査レポート（案）作成 

2 月 10 日 水 

実務者との打合せ（ミニッツ案・合同評価調査レポートについて） 

ミニッツ（案）・合同評価調査レポート（案）を合同調整委員会（ Joint 

Coordination Committee：JCC）メンバー等関係者へ送付 
2 月 11 日 木 JCC 準備、ミニッツ作業・協議 

2 月 12 日 金 
JCC （ミニッツ署名） 

在日本大使館・JICA マダガスカル事務所報告 

 

１－６ 主要面談者 

氏 名 職 位 所 属 

Dr. RAKOTONDRAMARINA 

Dimisoa Bell 

Special Advisor 公衆衛生担当副首相府

（ Vice Primature chargée 
de la Santé Publique ：

VPMSP） 

Dr. RAZAFINDRAFITO Hajarijaona 事務局長 SE/CNLS 

Dr. RABESON Hervé CT コーディネーター 市 衛 生 局 （ Bureau 

Municipal d’Hygiène ：

BMH）Isotry CT センター

Dr. ANDRIANASOLO 

Minarivololona 

エイズ予防マルチセクタープ

ロジェクト（世界銀行）（Projet 

Multisetoriel pour la Prévention 

du SIDA：PMPS）II 担当者 

世界銀行 
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Dr. RATSIMBASOA Arsène 局長補 DGA 

Dr. RAZAFIMAHATRATRA Jean 

Louis 

保健統計課長 保健統計課 

Dr. RAMIANDRIROA Herly Daniel SDSP 局長 SDSP Moramanga 

Mr. RABETAEIKA Toussaint Daniel Animateur/ Formateur 

Moniteur d’éducation Physique 
et sportive 

青年の家（公立） 

Mr. RAZANALOLONA Jean Gerard 責任者 青年の家（公立） 

Dr. RAZAIARIVONY Liliane CT コーディネーター 

青少年リプロダクティブヘル

ス責任者 

SSD Moramanga 

ムラマンガ青年の家 CT
センター 

Dr. RALAIVAO Jaona リファラル医師 郡病院（Centre Hospitalier 
de District：CHD）2 

Mr. Ranaivoarimanana 

 

Paramedic 基礎保健センターCentre 

de Santé de Base：CSB）2 

Anjiro 

Mr. Brian McKenna 外地駐在代表者 PSI Madagascar 

Ms. RAJOELA Voahirana  PSI Madagascar 

Ms. RIBAIRA Yvette  SE/CNLS 

Dr. RAVALOMANDA Arison  Directeur Régional de la Santé 

Publique 

DRSP 局長 

ブエニ県 DRSP 

（DRSP Boeny） 

 

Dr. RAMILISON Andriatiana Julio DRSP 局長補佐、県 STI/HIV

対策責任者 

DRSP Boeny 

Dr. Voahangy Adjoint technique (Interim du 

Médecin Inspecteur) 

技術補佐（郡保健局長代理）

マジュンガ I SDSP 

SDSP Mahajanga I 

Dr. Adolphe  SDSP Mahajanga I 

Dr. RAKOTOZANANY Pascal Coordonnateur du CSI 

コーディネーター 

統合保健センター（Centre 

de Santé Integré： CSI）

Mahabibo 

Dr. RAMAMONJISOA Bodohanta Chef de l’unité maladies 

transmissibles 

感染症ユニット長 

CSI Mahabibo 

Dr. Lisiniaina Rahajarivelo 

Emmanuelle 

主任医師 CSB2 Mahavoky 

Dr. RAZANAMASY Paulette   CSB2 Mahavoky 

Ms. RAVELONJANAHARY Odette 看護師長 CSB2 Mahavoky 

Ms. Jauberthine 助産師 SDSP Mahajanga II 
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Dr. JOSOA Elisa Médecin Chef CSB2 Belobaka 

Dr. RABENITANY Huguette   ドイツ政府の開発援助組

織（Deutsche Gesellschaft 
für Technische 

Zusammenarbeit：GTZ） 

Dr. RAZAFIMAHEFA Maminirina Chef de laboratoire 
検査室長 

大 学 病 院 （ Centre 
Hospitalier Universitaire：

CHU） 

Dr. LEHIMENA Willy René Médecin Référent 

リファラル医師（エイズ治療

担当医） 

CHU 

Ms. RAZAFIRMANTSAA Tiana エイズ担当官 UNICEF 
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第２章 評価の方法 
 

本件中間レビューは、プロジェクトの進捗状況及び課題を確認し、プロジェクト終了までの方

向性を導き出すことを目的とする。具体的な内容は以下のとおりである。 

 
（1）PDM オリジナル版（PDM0：合同評価報告書 Annex I）に沿って、投入・活動・成果・プロ

ジェクト目標・上位目標の進捗状況・達成状況を確認する。 
（2）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）を用いてプロジェクト

の達成状況を評価する。 
（3）貢献要因・阻害要因を抽出する。 

（4）プロジェクトの残りの期間のための提言を導き出す。 
（5）PDM0 を改訂する。 

 
評価 5 項目の定義は以下のとおりである1。 

（1）妥当性（relevance） 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニーズに

合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあ

るか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である政府開発援助（Official 

Development Assistance：ODA）で実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの

正当性・必要性」を問う視点。 

 

（2）有効性（effectiveness） 

プロジェクトの実施により、本当に受益者若しくは社会への便益がもたらされているのか

（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

 

（3）効率性（efficiency） 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（ある

いはされるか）を問う視点。 

 

（4）インパクト（impact） 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る視点。

予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

 
（5）自立発展性（sustainability） 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見込

みはあるか）を問う視点。 

 
 

                                                        
1 JICA（2004 年） 「プロジェクト評価の手引き 改訂版 JICA 事業評価ガイドライン」 
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データ収集は以下の方法で行った。 

・文献調査。R/D、PDM、進捗報告書、会議議事録等のプロジェクト関係資料を分析し、プロ

ジェクトの進捗状況を把握。 

・質問票調査。マダガスカル側カウンターパートを対象に行った。文献調査の結果を確認する

と同時に、プロジェクトの進捗状況及び課題や、実施プロセスについての意見を求める。 

・インタビュー。対象者は、日本人専門家、マダガスカル側カウンターパート、SE/CNLS、マ

ジュンガ〔ブエニ県（Région de Boeny）〕及びムラマンガの保健局・保健施設職員、及び援助

機関（PSI、UNICEF、GTZ、世界銀行）。 
・サイト視察。マジュンガ（ブエニ県）とムラマンガの HIV 関係施設及び、アンタナナリボ市

衛生局。 
・PDM 改訂のためのワークショップの実施。参加者のリストは合同評価報告書 Annex VI を参

照のこと。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ プロジェクトの実績 

３－１－１ 投 入 

中間レビュー時点までの日本側及びマダガスカル側の投入実績については、合同評価報告書

Annex II 及び III を参照されたい。 

マダガスカル側カウンターパートのうち、VPMSP/PNLS の職員 2 名が専任カウンターパート

として配置された。 

 
３－１－２ 活 動 

2009 年末までのプロジェクト活動進捗状況は、合同評価報告書 Annex IV に示すとおりであ

る。その期間の最も重要な実績は、1）マダガスカルにおける HIV 検査・カウンセリングサー

ビス（CT サービス）の現状調査、2）国内で CT サービスを実施している全保健施設のインベ

ントリー作成（人材情報含む）、3）HIV 検査国家政策の改訂、4）HIV 関係の報告様式改訂、

の 4 つである。 

2009 年 1 月末に発生した政変の影響で、プロジェクト活動は約 4 ヵ月にわたって制限された。

また、本プロジェクトは、他の援助機関が検査キットをマダガスカルに供与することや、保健

スタッフの研修実施を支援することを前提に活動を組み立てていたため、政変のために他援助

機関が活動を停止したことによって、本プロジェクトの活動も遅れた。 

政変の影響以外では、日本側・マダガスカル側双方でプロジェクトメンバーの交替があった

こと、及び業務量に対応する十分な人員が確保できていなかったことが活動の遅れの一因にな

った。 

 

３－１－３ 成果の達成状況 

成果 1「HIV 検査・カウンセリングサービス（CT サービス）に関する国家政策・基準・ガイ

ドラインが、保健医療施設及び関係機関に改定され、使用される」 

本プロジェクトでは、「自発的 HIV 検査・カウンセリング国家政策」（2005 年）（Politique 
Nationale CTV）を改訂し、「マダガスカル HIV 検査国家政策」（2009 年）（Politique Nationale de 

dépistage du VIH à Madagascar）を策定した。 これは CT サービス実施保健機関及び関係機関

に配布される予定である。  

成果 1 の表現が、PDM0 仏語版では、政策等が「使用されるために改訂される」となって

いるが、英語版では「改訂され、使用される」となっている。中間レビューにおいて、仏語

版に合わせ、本プロジェクトでは、指標設定が困難なこともあり、「使用」まではめざさない

こと、しかし「使用されるために改訂」つまり改訂によってユーザーフレンドリーなものを

作成することを確認した。  
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指 標 結 果 説 明 

1-1. CT サービスに関する、改

訂された国家政策・基準・

ガイドライン・その他ツー

ルの数 

0（2008 年）

1（2009 年）

・「自発的 HIV 検査・カウンセリング国家政

策」（2005 年）（Politique Nationale CTV）を

改訂し、「マダガスカル HIV 検査国家政策」

（2009 年）（Politique Nationale de dépistage 
du VIH à Madagascar）を策定した。これら

は VPMSP の署名後、印刷され配布される

予定。 

・「HIV 検査の基準とガイドライン」（Normes 
et directives de dépistage du VIH）の改訂及

び、「HIV/エイズプログラムのロジスティク

スマネージメントガイド」（Guides de 

Gestion Logistique du Programme VIH）の作

成のため準備を開始。 

1-2. 国家政策・基準・ガイドラ

イン・各種様式等が配置さ

れている CT サービス実施

施設の数  

（右欄参照） 2008 年、以下の政策等が配置されている保健

施設の割合： 

・自発的カウンセリング・検査（Counseling et 

Test Volontaire：CTV）国家政策（20％） 

・母子感染予防国家政策（41％） 

・CTV ガイドライン（22％） 

（活動 1-3：現状調査からのデータ） 

1-3. CT サービスに関し認定さ

れた（有資格の）人材を有

し、最新の HIV 検査・カウ

ンセリングの国家基準・ガ

イドラインに沿った CT サ

ービスを実施可能な県

（Région）の数  

（右欄参照） 2008 年、講師養成研修（Training of Trainers：

TOT）を受けた研修講師がいる県の数は、全

22 県中 18 県。 

（活動 1-3：現状調査からのデータ） 

 

 

成果 2「保健省中央レベル及び県レベルにおいて、CT サービスに関するデータの収集と分析

が強化され、計画策定とモニタリングが改善される」 

プロジェクトでは、CT サービスを実施する国内すべての施設のインベントリーを作成し

た（活動 2-1、成果指標 2-1）。これまでそのようなリストが作成されたことはなかったほか、

全国の施設数が初めて把握されたことは、極めて有益といえる。インベントリーに基づいて

すべての計画が策定されることになる。定期的に改訂を行う方策については検討中である。 

成果 2 の指標には、「強化、改善」の程度を測るには、データ取得が困難なものが含まれて

いる。 
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指 標 結 果 説 明 

2-1. 保健省のエイズプログラ

ム及びすべての DRSP にお

いて、CT サービス実施施設

及び人材に関する情報が年

に 1 回以上更新される。  

0（2008 年）

1（2009 年）

インベントリーが 2009 年 10 月に作成された。

CT サービス実施施設の数はその時点で 812。

2-2. サービス実施施設・人材に

関する正確な情報が、エイ

ズプログラムに関し、保健

省及び XX（数）以上の県で

年間計画策定及び研修計画

策定にあたり利用される。 

N/A（2008 年）

N/A（2009 年）

この指標は測定困難であり、見直し要。 

2-3. 過去 6 ヵ月以内に、県担当

者によるスーパービジョン

とフィードバックを受けた

郡の数。 

（右欄参照） 2007 年のデータ（活動 1-3 現状調査の結果）

・全 106 郡の内 75 郡（70.7％）がスーパービ

ジョンを受けた。 

・79 郡（74.5％）がフィードバックを受けた。

2-4. 選定された施設において、

テストキット等の CT サー

ビス物品の在庫切れ日数が

減少する。  

（右欄参照） 2008 年のデータ（活動 1-3 現状調査の結果）

・66 施設の内 39 施設（59％）で過去 3 ヵ月

の間に在庫切れがなかった。 

・過去 3 ヵ月の在庫切れ日数平均は 20 日であ

った。 

 

成果 3「CT サービスへのアクセスを改善するための方策が共有される」 

成果 3 関連の活動は中間レビュー後（プロジェクト期間後半）に実施される予定。 

 

指 標 結 果 説 明 

3-1. CT サービスの改善につい

て、少なくとも 3 つのパイ

ロット活動の結果に関する

文書  

0（2009 年） （なし） 

3-2. オペレーショナルリサー

チの結果を共有するための

会合の数 

0（2009 年） （なし） 

 

３－１－４ プロジェクト目標 
「マダガスカル全国における質の高い HIV 検査・カウンセリングサービス（CT サービス）の

実施体制が強化される」 

指標 1 で CT サービス実施施設の数が増えており、実施体制の量的拡大が確認された。これ

は本プロジェクト以外の要因も関係していると思われる。また、2009 年 1 月末から政変の影響
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で支援を中断した援助機関があるため、PDM における成果からプロジェクト目標への外部条件

（研修予算や HIV 検査キット等が計画どおり確保される）が満たされておらず、その結果、保

健施設で CT サービスを恒常的に実施できていない状況がある。指標 2、3、4 については CNLS

が設定した指標を活用しているが、予定された調査が政変の影響等により CNLS が実施してい

ないため、中間レビュー時点では改善を示すデータの入手が困難であった（そのため、今回の

中間レビュー時に指標の見直しを行った）。 
 

指 標 結 果 説 明 

1. CT サービスを妊婦健診

（Antenatal Care：ANC）、

STI の治療、結核

〔Tuberculosis（英）

/Tuberculose（仏）〕検査

及びリプロダクティブヘ

ルスサービスに統合した

保健施設の数 

16（2006 年） 
645（2007 年）

771（2008 年）

812（2009 年）*

2008 年のデータ（771＝756＋15）（活動 1-3
現状調査の結果） 

・3344 保健施設のうち 756 施設（22.6％）

が CT サービスを実施。3,344 は全 22 県に

おける数だが、756 はうち 21 県における

数。 

・204 の TB 診断治療センターのうち、15 ヵ

所で CT サービスを実施。 

2009 年のデータ（812）は、CT サービスが

他の保健サービスに統合されているかどう

かは不明。  

2. 質に関する基準に沿って

CT サービスを実施してい

る保健施設の割合が増加

する 

25（2006 年）*

N/A（2008 年）

N/A（2009 年）

2006 年のデータ（25）は、検査検体のクオ

リティコントロールの実施施設数であり、

本指標でみる「サービスの質」を測るもの

として適切と言い難い。 

3. 検査後カウンセリングを

受けた同日に検査結果を

受け取った人の割合 

N/A（2008 年）

N/A（2009 年）

2008 年、同日に結果を通知している施設数

は 79 施設中 69（87.3％）。 

（活動 1-3 現状調査の結果） 

4. 15～49 歳の男女のうち、

過去 12 ヵ月間に HIV 検査

を受け、結果を知っている

者の割合 

8.2％（2006 年）

N/A（2008 年）

女性 4％、男性 2％〔行動サーベイランス調

査 （ Enquête de Surveillance 

Comportementale：ESC）2004〕 

 

３－２ 評価 5 項目による評価結果 

３－２－１ 妥当性 

本プロジェクトは、マダガスカルのニーズと日本の対マダガスカル援助政策に整合しており、

妥当性が高い。  

マダガスカルにおける HIV 感染率（推計）は 2005 年に 0.95％であった〔保健セクター開発

計画（Plan de Développement du Secteur Santé）2007～2011 年〕。マダガスカルの HIV 感染率は

いまだ低いものの、近年増加傾向がみられ、同国の公衆衛生を脅かす恐れがあると同計画では

指摘している。また、妊婦の梅毒の感染率が 4.2％（2003 年）と高く、HIV 感染拡大の危険性

が指摘されている。「マダガスカル HIV/エイズに対する効果的対策のための行動計画」（Plan 
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d’action de Madagascar pour une réponse efficace face au VIH et au SIDA）（2007～2012 年）におい

ては、HIV 感染率を 1％未満に維持することを目標としている。本プロジェクトはこれらマダ

ガスカルの国家政策に沿うものであり、特に国家戦略計画（Plan Stratégique National：PSN）の

「戦略 2：IST と HIV 予防のための質の高い情報及び保健サービスへのアクセスを改善する」

に合致している。 

HIV 関連業務を一手に担っていた SE/CNLS から、保健セクターにおける HIV 関連業務が 2008
年に VPMSP へ移管されたことから、VPMSP の能力は更に強化される必要がある。その意味で

も、VPMSP のエイズ対策を担う PNLS への支援を行う本プロジェクトの意義は大きい。啓発業

務は現在も SE/CNLS の所掌事項となっている。 

また、JICA の対マダガスカル事業展開計画において、本プロジェクトは援助重点分野「基礎

生活」、そのなかの開発課題「保健医療サービスの改善」に位置づけられるので、本プロジェク

トの妥当性は高い。 

 

３－２－２ 有効性 
本プロジェクトでは、HIV 検査国家政策の改訂や、CT サービス実施施設のインベントリー

作成、報告様式の改訂等、重要な成果品を既に作成してはいるが、CT サービス実施体制が強

化されたかどうか、現在のプロジェクト目標の指標のなかにはデータが入手できないもの等が

あるため、指標より測ることはできなかった（そのため、今回の中間レビュー時に指標の見直

しを行った）。 

また、本プロジェクトの直接的介入は主に中央レベルと県レベルに対して行われるため、郡

や施設のレベルにおける CT サービス改善への影響は間接的なものになる。また、他援助機関

が計画していた HIV 検査キットの供給や研修の支援が政変の影響で減少又は停止されたため、

PDM の外部条件が満たされないことになり、本プロジェクトの活動が遅れた。   

 

３－２－３ 効率性 

効率性に関しては正・負両面がみられる。 
効率性を損ねた要因としては、政変の影響で投入・活動が計画どおりには進まなかったこと、

又、保健省・現 VPMSP の組織改編やプロジェクトメンバーの交替があったことで、それまで

の投入・活動が生かされないことがあったことがあげられる。一方で、このような状況のなか

でも前節で述べたような主要な成果品（政策改訂、施設インベントリー等）を既に作成してい

ることから、効率性が高いといえる。効率性を高めた要因としては、本プロジェクトが他援助

機関と調整して活動を進めてきたこと、例えば本プロジェクトが保健情報システムの改善を支

援したのに合わせて UNICEF がそれに係るワークショップ開催を支援したことがあげられる。

また、2009 年 12 月末の保健セクターHIV 対策調整会議の UNDP、UNICEF との共同開催支援

例もある 

 

３－２－４ インパクト 

上位目標は HIV 感染率を 1％未満に維持することであり、これはマダガスカルの国家政策に

沿ったものである。入手可能な直近のデータでは、マダガスカルの HIV 感染率は 0.13％と推計
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されている（UNAIDS、2007 年）2。プロジェクト終了から 3～5 年以内に上位目標が達成され

るかどうか現時点で判断するのは時期尚早であるが、中間レビューでインタビューした関係者

の見解では、状況がこれまでと同様に推移すれば、感染率 1％未満を維持する可能性は十分あ

るとのことであった。本プロジェクトの組み立て上、上位目標達成への本プロジェクトの貢献

は限られるが、国家政策への整合性を優先することを重視した結果、中間レビューにおいて、

現行の上位目標を変更しないことを決めた。 
予期しなかった正のインパクトとして、HIV 関連データが保健施設の月間活動報告書

（Rapport Mensuel d’Activité：RMA）のなかに統合されたことがあげられる。これらデータは、

保健情報マネージメントシステム（Système d’Information pour la Gestion Sanitaire：SIGS）の保

健情報コンピューター管理システム（ソフト名）（GeStion de l’Information Sanitaire：GESIS）
で扱われる。今まで、HIV 関連のデータは RMA とは別に報告されていたが、HIV 関連データ

が RMA に統合された。プロジェクトでは GESIS ソフトウェアのアップデート等を行っており、

RMA/GESIS に対する活動を通じて一般の保健情報システムの強化・改善に寄与することが見

込まれる。  
負のインパクトは確認されなかった。 

 

３－２－５ 自立発展性 

マダガスカルの HIV 政策は維持されることが見込まれる。財政的自立発展性は、政府及び援

助機関がどれだけの資金を確保できるかによる。組織的及び技術的自立発展性は、本プロジェ

クトの人材育成の結果によるが、同時に、カウンターパートの定年退職や異動により影響を受

ける可能性がある。   

 

３－３ プロジェクトの貢献要因及び阻害要因 

３－３－１ 貢献要因 

2009 年 1 月末に起きた政変により、プロジェクト活動が 4 ヵ月ほど制限されたものの、他の

援助機関が支援を停止するなかで本プロジェクトは現在に至るまで活動を継続した。その結果、

国家政策の改訂等、重要な成果品を作成することができた。 

 

３－３－２ 阻害要因 

本プロジェクトの直接的介入は主に中央レベルと県レベルに対して行われるため、郡や施設

のレベルにおける CT サービス改善への影響は間接的なものになる。また、上位目標（HIV 感

染率 1％未満維持）の達成は本プロジェクト以外の要因も考慮すべきである。 

政変の影響でプロジェクト活動が中断・延期された。また、他の援助機関の活動が変更ある

いは中断されたこと（HIV 検査キットの提供や研修への支援がされない）が、本プロジェクト

へも影響を及ぼした。 

プロジェクト開始以降、日本人専門家及びマダガスカル側カウンターパートの交替があり、

加えて VPMSP の組織改編が何度かあったことで、各メンバーのプロジェクトへの期待、参加

状況、理解の程度が一定ではなかった。 
                                                        
2 2005 年の感染率（推計）0.95％よりも低いが、推計の方法が変更され、以前の感染率とは比較ができないため、実際の感染率が下がっ

たとはいえない。 
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第４章 総括・提言 
 

４－１ 結 論 

（1）VPMSP 特別顧問、緊急疾病対策局（Direction des Urgences et de la Lutte contre les Maladies：

DULM）局長、SE/CNLS との面談を通じ、2009 年の政変後も、マダガスカル政府においては

HIV 対策の重要性と CT サービスの強化・改善の優先度が高く、本プロジェクトはその政策

と整合していることを確認した。プロジェクトディレクターの DULM 局長は、保健 DGA（三

疾病対策担当）に昇格し、エイズを含む三疾病に関するプログラムは特別な位置づけとなっ

ている。 
（2）2008 年より保健省と CNLS における業務分担が明確化され、保健分野の対策を行うエイズ

対策プログラムの業務と責任は増加した。 
（3）政変によってプロジェクトの進捗状況に一部遅れがみられるものの、以下の成果が確認さ

れた。 
1）サイト調査等を通じ、CT サービスの現状の把握・分析がなされ、サービスの現状につい

ての基礎資料・データがまとめられた（質問票による調査：21 DRSP、36 SDSP、82 施設、

訪問による調査：10 DRSP、19 SDSP、24 施設）。 

2）CT サービスに関する施設・人材に関するインベントリーを作成（812 ヵ所）。CT サービ

ス提供施設と担当者のリストが完成された。 

3）既存の政策のレビュー、他国における CT サービスの先行経験の分析、サイト調査等の結

果に基づき、CT サービスに関する国家政策の見直し・設定を行い、「HIV 検査国家政策」

が完成した（2009 年 9 月）。 

CT サービスの報告様式の改訂に関し、UNICEF と共同で支援を行い、DRSP 担当に新報告様式

電子版が配布された（2009 年 12 月）。 

 

４－２ 提 言 

（1）完成した「HIV 検査国家政策」については、プロジェクト経費で印刷し、全国の DRSP/SDSP、

CT 提供施設に配布する予定。また「HIV カウンセリング・検査基準・ガイドライン」につ

いては骨格をエイズ対策プログラムで検討中。「ロジスティック管理ガイドライン」について

は、目次案をエイズ対策プログラムが作成し、今後詳細が詰められる予定。これら文書の普

及に関し、本プロジェクトにおいて各県責任者へのセミナー等を実施することを改定 PDM

に明確に記述した。 

（2）研修カリキュラムの作成と研修の実施については、残された期間を鑑み、本プロジェクト

では研修カリキュラムの作成と県レベルの研修責任者を対象にした TOT を実施することと

し PDM に明記した。エイズ対策プログラムは、その研修のテーマや枠組み、対象グループ

や施設などの大枠の方針を早急に決定し、プロジェクトは具体的なカリキュラム作成に取り

かかる必要がある。 

（3）本調査団が世界銀行にヒアリングしたところ、現在停止中のプログラム（PMPS II）が、保

健セクターに関しては 2009 年 12 月に再開され、2010 年の後半（7 月以降）に医薬品などの

物資の調達が開始されるとの情報を得た。また 750 ヵ所、1,100 人の保健スタッフを対象に

した研修を 2010 年に再開するとの情報もあり、JICA プロジェクトは右研修実施に係るカリ
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キュラム作成などに関し、エイズ対策プログラムを支援し、新しい政策に沿った CT サービ

スの普及に努めることが望まれる（ただし、PMPS II の実施スケジュールがタイトであるこ

とが予想され、世界銀行側との調整が必要である）。 

（4）CT 検査キットやその他消耗品に関して、現状では定期的な配送がなされておらず、この

ことがサイトレベルでの在庫切れのひとつの要因になっている。VPMSP は、継続的・安定的

な CT サービスの実施のため、物品管理と配送手段に係る予算確保を早急に行う必要があり、

その旨、合同報告書に明記した。 

（5）成果 2 の HIV プログラム関連のデータ収集・分析の強化に関しては、一般保健情報報告様

式（RMA）に HIV 関連の項目を加えたものが各レベルの保健機関に配布された状況であり、

今後は SDSP 及び DRSP レベルにて情報システム（GESIS）に入力される。このことにより

HIV 関連の統計の収集・分析が著しく容易になることが期待される。 

（6）現在までの進捗状況と残り期間を鑑み、RMA/GESIS によるデータの収集、入力や分析が

正確になされるための研修などに活動の重点を置くことが優先されると判断し、成果 2 の表

現から「計画能力とモニタリングの向上」を削除し、成果指標は収集・分析に関連する項目

のみを残すこととした。 

（7）「計画能力とモニタリングの向上」に関する活動については、残りプロジェクト期間を鑑み

て、パイロット県（1 つ）及びパイロット郡（複数）を選定し、CT サービスの実施状況のス

ーパービジョンをパイロット的に行うことを PDM の活動として記述した。VPMSP は、パイ

ロットとなる地域の選定方法を早急に設定する必要がある。 

 

４－３ 団長所感 

（1）検査キットの調達に関して、他援助機関の支援が停止していることなどを鑑み、2010 年度

は 10 万キットをプロジェクトから供与した。PMPS II などのプログラムが再開する動きがあ

るものの、調達開始には時間がかかることが見込まれることから、他援助機関の状況を把握

しつつ、2011 年度も必要に応じ支援を行い、定常的な CT サービスの実施が確保されること

に寄与することが望まれる。 
（2）政変の影響により一部の活動の遅れがみられることから、日本人専門家の追加的投入が望

まれる。例えば成果 3（オペレーショナルリサーチ）を推進することと、パイロット県での

スーパービジョンを業務指示書（Terms of Reference：TOR）とする長期専門家を派遣するこ

とも一案と考える。 

（3）対処方針会議で議論となった「上位目標」について、よりプロジェクトの寄与が期待でき

るような中間的な「上位目標」への変更を検討したが、入手可能な指標の設定も含め適切な

案を得るに至らなかった。加えて政策的な一貫性を保ちたいという先方の要望もあった。 

（4）本プロジェクトは「CT サービスの向上のための中央及び県レベルの能力向上」がプロジ

ェクト目標であり、そのために「政策やガイドラインの整備」「トレーニングカリキュラムな

どの開発」「情報システム・モニタリング・評価・計画能力の向上」「オペレーショナルリサ

ーチ」を成果としてとらえており、末端レベルでの「CT サービスの向上（量的・質的）」あ

るいは末端レベルでの CT サービスの向上による効果（HIV 陽性者がより早く確実に発見さ

れ治療を開始する等、ただし指標の測定は困難）を上位目標としてとらえるのがより現実に

あっていると考える。しかしながら中央・県レベルの「能力向上」そのものを図る指標の設
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定が難しく、末端のサービス向上に係る指標で代替せざるを得なかった。 

（5）対処方針会議ではナレーティブサマリーを含む大幅な PDM の見直し案も提案されたが、

先方の混乱や時間的な制約などを考慮し、対処方針どおり既存 PDM の修正にとどめた。終

了時評価及び事後評価において、特に上位目標に向けてのインパクト評価を行う際には、日

本側としては上記の点を考慮して評価する必要があると考える。 

 
４－４ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の改訂 

調査結果及び一連の合同評価参加者との協議に基づき、PDM を改訂した。主な内容は（変更点）

は以下のとおりであり、改訂版（付属資料 1．Annex V）を作成した。なお、PDM 改訂に沿って、

後日プロジェクト側で PO も改訂することとした。 
（1）上位目標 

変更なし。 
 

（2）プロジェクト目標 
プロジェクト目標に係る外部条件を下表のとおり変更した。 

旧 新 

HIV prevention education and awareness-raising 

are strengthened in the whole country. 

Other HIV programs are implemented as planed. 

 

＜経 緯＞ 

・HIV 予防教育や啓発活動だけでなく、他の治療・ケアなどの HIV 関連プログラムも計画

どおり実施されることが、本プロジェクトの外部要因となるため、「Other HIV programs」

と書き換えた。 

プロジェクト目標にかかる指標についても、下表のとおり変更した。 

 

旧 新 

Number of health facilities which integrate TC 

services into STI, TB and reproductive health 

services is increased 
Percentage of health facilities which offer TC 

services following the quality guidelines is 

increased 

Percentage of clients who received post-test 

counseling and the result on the same day. 

Percentage of men and women aged 15-49 who 
received an HIV test in the last 12 months and who 

know their results. 

Number of CT sites which conform to the 

national standards. 

Proportion of tested clients compared with clients 
pre-test counseled 

Proportion of clients post-test counseled 

compared with tested clients. 

Number of new cases of PLHIV per year. 

 

＜経 緯＞ 
・旧指標 1）にある「CT サービスを他の保健サービスに統合している施設」の数を把握に
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ついては、データ入手が困難であること、及びプロジェクト目標にある「質の高いサー

ビス」が直接測れるものではないため、書き換えた。 
・旧指標 3）にある「検査後カウンセリングと同じ日に結果を受け取ったクライアントの

割合」については、データの入手が困難であること、又、検査前カウンセリングの質及

びサービス全体の質を測るため、新指標 2）、3）に書き換えた。 

・旧指標 4）にある「検査を受け、結果を受け取った割合」については、指標入手が困難

なことから削除した。 

・現在、感染推計者数と実際に検査によって感染が判明した感染者数との間に大きな差が

あることから、CT サービスが適切に提供されていないのではないかということが推測

される。そのため、CT サービスが適切に提供されているかを測るための指標として、

新指標 4）の新規感染者数を設定した。 

 
（3）成果 1 

下表のとおり変更した。 

旧 新 

National policy, guidelines and manuals related to 

TC services are revised and used by service 

providers and organizations concerned. 

National policy, standards, guidelines, manuals 

related to CT services are revised to be used by 

service providers and organizations concerned. 

 

＜経 緯＞ 

・PDM0 仏語版では、政策等が「使用されるために改訂される」となっていたが、英語版

では「改訂され、使用される」となっていた。仏語版にならい、又残りのプロジェクト

機関を鑑み、「使用されるために改訂」つまり改訂によってユーザーフレンドリーなも

のを作成することで合意したことから、新成果 1 のとおりの表記とした。 

 

成果 1 に対する指標についても、下表のとおり変更した。 

旧 新 

1-1. Number of national policy, guidelines and 

manuals concerning integrated CT services 
developed 

1-2. Number of service sites which equip national 

policy, guidelines and manuals 

1-3. Number of regions which offer TC service 

related trainings following the most updated 

national policy, guidelines and manuals 

1-1. Number of revised national policy, standards, 

guidelines, manuals and job aids concerning CT 
services 

1-2. Number of service sites which are equipped 

with national policy, standards, guidelines, and 

job aids  

1-3. Number of regions attached with officers and 

staffs concerned oriented on the revised 
documents (national policy, standards and 

guidelines) 

1-4. Number of regions having trainers trained on 

revised training curricula 
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＜経 緯＞ 
・旧指標 1-3 は、「認定された人材が配置されかつ最新の国家政策等に従って研修を行う体

制の整っている県の数」と、1 つの指標に 2 種類の指標が盛り込まれていた。また、「研

修を行う体制が整う」という意味も不明確であった。したがって、新指標 1-4 として、

「改定した研修カリキュラムについて研修を受けた研修講師が配置されている県」と旧

指標の前半部を明確に定義し、設定した。 
・新指標 1-3 について、プロジェクトにより改定された国家政策や基準・ガイドラインの

普及に関しては、県レベルの担当者への指導、オリエンテーションを本プロジェクトの

活動範囲とするという合意に基づき、その成果を測る指標として設定した。 

 
（4）成果 2 

下表のとおり変更した。 

旧 新 

Data collection and analysis for TC services are 

strengthened at the central (MOHFP) and regional 

levels and the planning and monitoring capacity are 

improved. 

Data collection and analysis for CT services are 

strengthened at the central (VPMSP) and regional 

levels. 

 

＜経 緯＞ 
・現在までの進捗状況とプロジェクトの残り期間を鑑み、RMA/GESIS によるデータの収

集、入力や分析が正確になされるための研修などに活動の重点を置くことが優先される

と判断、又、計画策定・モニタリング能力を測る指標の設定は困難であることから、旧

成果 2 の表現から「計画策定とモニタリング能力の向上」を削除した。 

 
成果 2 に対する指標についても、下表のとおり変更した。 

旧 新 

2-1. Information of service sites and service 

providers is updated at least once a year at Program 

STI/HIV/AIDS and all the regional health offices 
2-2. Proper information including inventory of 

service sites and service providers is utilized for 

annual plan and training plan at program 

STI/HIV/AIDS and more than XX regions. 

2-3. Number of districts which receive supervision 

and its feedback from regional officers in the last 
six months is increased 

2-4. Number of stock out days for products needed 

for TC services (HIV test kit etc.) at the selected 

services sites is decreased 

2-1. Information of service sites and providers on 

CT services is updated at least once a year at the 

level of PNLS (National STI and AIDS Program) 
of VPMSP and all the regional public health 

offices 

2-2. Publ ished HIV program indicators  in  

“Annual Statistics Report in Health Sector in 

Madagascar” 

2-3. Completeness of RMA 
2-4. Timeliness of RMA 

2-5. Number of stock out days for the first test 

kits in the selected sites 
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＜経 緯＞ 
・新成果 2 のデータ分析能力を計る指標として、データの収集・分析に関連する項目のみ

を表記することとした。 

・新指標 2－3、4 について、データ収集の改善を測る指標として、RMA/GESIS による報

告の完全性（completeness）と適時性（timeliness）に関する指標を設定した。 

 
（5）成果 3 

変更なし。 
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